市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：地方創生制度はコロナから住民を守れるか（問）コロナは人口が集中している地域ほど発症率が高い。安倍政権と本市が進める地方創生制度の柱（人口減少を前提にした集約地域を作るコンパクトシティ構想）は感染を拡大しかねないのではないか。
（答）大都市ほど発症率が高いが、本市が進めるのは地域の特性を活かした多極型都市であり感染にも強い。
（問）地方創生に新たにSDGs（持続可能な開発のための国連が定めた目標）を取入れているが、国連は人口減少を前提としておらず理念に反するのでは。
（答）日本の現状に応じて技術の力を取り入れサービスが受けられる環境づくりを目指すものである。
（問）6月に本市が独自に設置した志太医師会の協力に基づくドライブスルー方式PCR検査センターは一日30件の検査能力がありながら平均3件程度しか検査が実施されていない。
（答）検査に行きつくまでの手続き面や、感染が抑えられている状況もあるが、検査センターを続けていく事に変わりはない。
（問）保健所への相談件数が71646件（8月23日まで）ありながら外来に行きついているのは3763件で5%未満である。検査を受けたくても受けられない人がたくさんいる証ではないか。
（答）混乱を防ぐための措置である。企業単位であれば有料で市内PCRセンターで受診が可能である。
（問）医療介護従事者や保育士、学童保育指導員など3密が避けられず、かつ、コロナ禍で過重な労働を強いられる職種の人たちに優先的検査を行うべきではないか。
（答）市内に約4000人の関係者がいる。検査の実施が市民の大きな安心につながる事はあるが、検査能力の一層の拡大が前提であり、国県において検査対象を拡大する動きがあるので、その方針に沿って対応していく。
（問）唾液による検査は医師会ではなく各医療機関で可能とされている。こうした方式も視野に検査の拡大をさらに進めていくべきではないか。
（答）敷地や導線など可能な医療施設があるか医師会と話を進める。
